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ま え が き 

 

 男女雇用機会均等法は1986年に施行されたが、均等行政の課題として1993年にはセクシュ

アルハラスメントについての概念整理がされ、1999年改正法では防止のための事業主の配慮

義務が追加されるとともに、妊娠・出産に関する保護が強化された。2007年改正法では妊娠・

出産等を理由とする不利益取扱い対象が拡大され、セクシュアルハラスメントの防止が義務

化された。 
 1992年には育児休業法ができ、勤務先に制度の規定がない労働者も育児休業を取得するこ

とができるようになった。2005年の改正育児・介護休業法からは有期契約労働者にも対象が

拡大された。 
 このように、雇用均等を実現するための性的な言動に関する問題への対応および母性健康

管理に関する法制度、妊娠、出産、育児を経験した者の就業継続を支援する法制度が整備さ

れてきた一方で、これまで職場における妊娠等を理由とする不利益取扱い等の実態、セクシ

ュアルハラスメントの実態についても、非正規労働者の育児休業の取得状況、取得後の継続

就業の状況についても、既存の調査では依然として明らかになっていないことが多く、特に

他企業へ派遣されている労働者についての情報は乏しい状況にあった。 
 2014年10月の「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法案に対する附

帯決議」においては、「女性有期雇用労働者に対する妊娠、出産、育児休業取得等を理由とす

る雇止めの実態について、十分な調査」を政府が行うこととされた。「妊娠等を理由とする不

利益取扱い及びセクシュアルハラスメントに関する実態調査」は、このような背景の下で、

派遣労働者を含めた有期契約労働者の育児休業取得状況等の実態や、妊娠等を理由とする不

利益取扱い及びセクシュアルハラスメントについて、正社員等無期契約の労働者との比較に

おいて調査することにより、施策の方向性の検討に必要な基礎データを得るため、厚生労働

省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課からの要請を受けた緊急調査として実施したもので

ある。 
 本報告書が政策担当者、企業、労働組合、関係機関の方々、研究者等に役立つとともに、

各界・各層での議論に資することができれば幸いである。 
 お忙しい中、調査にご協力いただいた企業、従業員、ウェブモニターの方々には厚く御礼

申し上げたい。 
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